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要 旨

韓国では留学生教育 ･支援における企業と大学の連携が進展しており､その典型的な例としては､大

学が留学生の増加により宿舎を設置する際､その資金調達､建設､管理道営を企業に委託する (宿舎の

所有権は大学が保持)事業､及び企業との協約に基づき専門大学が留学生向けのオーダーメイド型の職

業教育プログラム (修了者は当該企業に就職)を行う取組が挙げられる｡本稿はこれら二つの取組につ

いて､その背景､仕組み､実例､課題などを明らかにするとともに日本-の示唆を提示する｡

[キーワード:企業と大学の連携､宿舎､就職]

Abstract

lnKorea,partnershipsbetweencompaniesanduniversitiestoassistintheeducationandsupportof

internationalstudentsaregrowlng.TherearetwotyplCalpatternsofsuchpartnerships.Oneisthatin

which,duetotheincreaseofinternationalstudents,auniversitycommissionsacompanytoundertakethe

financlng,construction,andoperationofastudentdormitoryonauniversitycampusasauniversityholdsthe

ownershipofthedormitorybuilding.Theotheristhatinwhichjuniorcollegesprovideinternationalstudents

withcustomized,vocationaleducationprogramscommissionedbycompanies(andthosestudentswhohave

completedsuchprogramswillbehiredbythecompanies).Thispaperexploresthesystemsandcasesofthese

prqleCtSaSWellasanalyzesthebackgroundsandchallengesoftheKoreanventures.Lastly,theimplicationsof

thisstudy'sfindingsforJapanesehighereducationarepresented.

lKeywords:partnershipbetweencompaniesanduniversities,dormitory,employment]

1.はじめに

2004年に始まった "StudyKoreaPrワject"の下､韓国

の外国人留学生数は急速に増加している｡｢2010年まで

に5万人｣という当初の目標は､2年前倒しで達成され､

2008年には､｢2012年までに10万人｣という新たな目

標を発表した｡その後も留学生数は増加し続け､2011年

には83,597人となり､2012年には､｢2020年までに20

万人｣というさらに高い目標を設定した｡このように順

調に留学生数を伸ばしている韓国の留学生受入れに関す

る様々な取組の実態を理解することの重要性が増してい

る｡本稿では､そのような取組の中で企業と大学の連携

によるインフラ整備 (宿舎建設)とオーダーメイド型職

業教育に絞って論じる｡この2点に絞ることにした理由

は､①日本の留学生受入れにおいて､宿舎の未整備が長

年の懸案 (特に交換 ･短期留学生増加の大きな障害)と

なっているものの､韓国では大学と企業との連携で宿舎

建設を事業化することにより､この間題を解決 しようと

していること､(∋近年､日本企業でも､ブリッジ人材と

して留学生の採用が増えてきているにもかかわらず､韓

国のように企業が留学生に対する実践的な教育を大学に

委託し､卒業後の就職も保証するというような取組は存

在していないことによる｡つまり､本稿は上述の韓国の

二つの取組について､その背景､仕組み､実例､課題な

どを明らかにすると共に､日本-の示唆を提示すること

を目的とする｡また､韓国のこのような留学生受入れ促

進を意図した特色ある企業と大学の連携に関する先行研

究はほとんどなく､その点からも本稿の意義は大きい｡
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2.韓国の大学における宿舎建設ブーム

近年､ソウルにある主要私立大学を中心に宿舎建設が

ブームと言えるほど盛んになっている｡この背景とし

ては､①留学生数が増加するに伴って､宿舎不足が顕著

となって来たこと､(参既存の大学宿舎が老朽化してきた

こと､③国立国際教育院 (日本のJASSOにあたる)は､

GlobalKoreaScholarship (韓国政府奨学金)の各種奨学

金支給にあたり､申請大学が受給者 (留学生)を宿舎

に居住させることを条件として課すようになったこと､

(彰大学の情報公開が急速に進んでいる韓国では､各大学

の在籍留学生数だけでなく､留学生の宿舎収容率がわ

かる情報までも公開されるようになったことが挙げられ

る｡また､このような背景から､新しく建設された新宿

舎では留学生の入居が優先されていることが多い｡最近

建設された宿舎の事例としては表 1のものがあり､これ

らの建設においては､大学と企業の連携が図られている｡

3.大学と企業の連携による宿舎建設の仕
組み

韓国は日本より早 く､1990年代前半にインフラ事業

への民間資金活用の法整備に着手した(1)｡2005年には､

PPI(PrivateParticipationinI血 astructure)法の制度改正

が行われ､その対象領域を学校や公務員宿舎など社会的

インフラの領域にまで拡大 した｡またインフラ事業を専

門に投資し､その収益を株主に配分させることを目的と

する社会基盤施設投融資会社という法人が法律で設立さ

れ､法人課税を受けずに上場可能とする仕組みを整えて

からは､英国や豪州のようなインフラファンドが数多

く設立され､積極的にビジネスを展開している (福田,

2008)｡そのような状況下､2005年に ｢大学設立運営規

定｣が改正されたことにより､私立大学の敷地内で民間

や個人が宿舎や商店などを作って収益事業ができるよう

になった｡それ以来､民間資金活用による大学の宿舎建

設が拡大している｡

民間資金導入による宿舎建設の具体的なスキームと

しては､独立採算型で収益型民間資金事業であるBTO

(Build-Transfer-Operation)方式と､サービス購入型で賃

貸型民間資金事業であるBTL (Build-Transfer-Lease)方

式が主流である｡福田 (2008)によると､独立採算型

(BTO)とは､｢民間企業がインフラ整備に投下した資金

を､当該インフラの利用者から徴収する料金で回収する

仕組み｣をいい､サービス購入型 (BTL)とは､｢民間

企業がインフラ整備に投下した資金を､政府による長期

にわたる対価の支払いによって回収する仕組み｣をいう｡

BTO方式は主に私立大学で採用され､BTL方式は国公

立大学で採用されており､大学の宿舎など施設建設を例

に､より具体的に説明すると以下の通りになる｡

BTOは､まず民間企業が施設の建設資金調達と建設

(Build)を請け負う｡竣工後､当該施設の所有権を大学

に移転 (廿ansfer) し､代わりに民間企業が施設の事業

権 (Operation)を大学から付与され､それを一定期間

(例 :20年間)保有 しながら､維持管理及び運営サービ

スを提供して投資費用の回収だけでなく､収益を得よう

とする事業方式である｡事業権は契約期間終了後､大学

に移転する｡一方BTLは､まず民間企業が政府から国

公立大学の施設の建設資金調達と建設 (Build)する権

限を与えられる｡竣工後､当該施設の所有権を政府に移

転 (Transfer) し､代わりに民間企業は施設の事業権を

政府から付与されることにより､再び政府に施設を賃貸

(Lease) し､維持管理及び運営サービスを提供しながら､

投資費用を回収する (民間企業は政府から施設賃貸料と

管理費を受領する)事業方式である｡なお､BTLにおけ

る施設賃貸料は､民間が投入した施設投資に対する対価

として､政府が受益率を反映し支給するが､受益率は現

行5年満期国債金利に一定の長期投資プレミアム (+α)

が加算された水準から個別事業別に入札で決まる｡BTO

方式とBTL方式による大学の施設建設の事例を図に表

すと次頁図1のようになる｡

どちらも大学に大きな財源の準備がなくても施設を建

設できるという利点では同じである｡二つの方式の違い

としては､BTLの場合､施設 (宿舎)の建設は民間企業

が行うが､完成後の主たるサービスの提供は大学が行う

表1 韓国の主要大学における最近の宿舎建設の事例

大学名 収容者数

慶黙大(①Woojungwon②2ndDormitory) ①2,000名 ②2,40

0名建国大(KU:LHouse) 3,

500名西江大 (GonzagaHall)

920名中央大(BlueMirHall)

1,000名高麗大 (CJInternationalHo

use) 800名梨花女子大 (Ewha-SamSungInternational

House) 600名延世大(SKGlo

balHouse) 645名出典 各大学の資料や報道関係の
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図 1 BTO方式(収益型民間資金事業)とBTL方式(賃

貸型民間資金事業)の比較出典 :MinistryofStrategyandFlnanCe,Korea(2010)と福田 (2008)の資料に筆者が加筆

ため､利用者 (学生)は､そのサービスの対価 (宿舎料)

を大学に支払う｡民間企業は､施設の維持管理等補完的

なサービスを利用者に提供するだけである｡一方､B

TOの場合は､民間企業が宿舎の建設だけでなく､完成後の

利用者-のサービス提供及び宿舎の維持管理を含めた総

合的な運営を行う｡そのため､学生は宿舎料を当該民間

企業に支払う｡よって､宿舎料の設定や改定はBTLの

場合､大学が決めるが､B

TOの場合は民間企業が収益や利用率が低い場合のリスク

ヘッジも考慮しながら決めることになる (大学が収益の一定

部分を保障する場合もある)｡過度に高い宿舎料が設定さ

れても､大学側が統制する方法がないとも言える｡

投資する側から見るとBTLはローリスク､ローリター

ンであり､BTOはハイリスク､ハイリターンである｡

そのため､BTOは投資家の間でも新 しい有力な投資

先として浮び上がっている｡大学は相対的に信用度の高

い機関だとみなされており､投資に対して着実に期待す

る収益を回収することができると考えられている｡加え

て､私立大学は公益法人であるため､税金の免除などの

恩恵を受けることができる点でも魅力的な投資先となって

いる｡しかしながら､事業計画当初の利用者の需要把握

が必ずしも容易ではなく､それが建設後の投資事業費回

収や宿舎料の額に直接影響するという難しさもある｡宿

舎の場合､入居率が常に100%に近い状態でなければ

ならず､それが

5%下がるだけでも大きな損失になる｡そのような事態に備

えて (リスクヘッジとして)､宿舎科が高く設定される

傾向にあり､しかも大学側は損失が出た際に民間企業 (投資家)

を支援する基準を予め決めておく必要がある｡BTL方式に

ついては､投資家より､むしろ政府 (大学)側にとって

資金面でのメリットがあり､韓国教育開発院(KEDI)の教

育施設民間投資支援センター (EDUMAC)(2010

)によると､30年以上経過した古い学校の校舎を増改築するために､毎年予算 (5%)を確保 し､政府が 直接建設すれば20年かかるが､B

TL方式を活用した場合､2-3年以内に増改築対象施

設の70%の予算を確保できることから､公共施設を早

期に拡充できるとしている｡図1にある民間企業はSPC (SpecialPurposeCompany

:特殊目的会社)と呼ばれ､宿舎建設などの具体的な案件

に応じて設立される｡一般的には建設会

社､施設管理会社､金融機関などが共同出資して設立する

合弁会社である｡このSPCは建物の設計建設､そして完

成後の運営管理までを行う会社であり､その構成と役割をBTL方式

の場合で表すと次頁の図2のようになる｡BTL方式での

施設建設については､先の教育施設民間投資支援センター (EDU

MAC)が支援 してお り､事例研究なども行っている｡

EDUMAC(2010)によると､国立大学でBTL

方式により宿舎を建設した事例は､2(刀5年は27校､

2006年は4校､2007年は1校 となっている (これらの事例にはソウル大学､忠北大学､全南大学

､順天大学､木

浦大学､全州教員大学などを含む)｡また､2007年の国立蔚山科学

技術大学 (韓国初の法人化した大学)の場合､大学全体の建設

がBTL方式で行われた｡4.企業との連携による宿舎

建設の事例(2)4.1 慶照大学慶畢大学は､約3

,700名 (学部生:約 1,600名､大学院生:約60

0名､語学研修生 1,500名)の留学生を受入れており､その数

は韓国の大学で最も多い｡BTO方式での宿舎建設を韓

国で初めて行ったのが､慶興大学と言われており､それは1

998年にLGからの資金を活用 して建設 した宿舎 (約2

,000名収容)である｡2007年には､ソヒ建設 (ソ

ヒ建設の会長は慶興大学卒業生会の会長でもある)の出資により､二つ目
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国公立大学)図213TL方式におけるSP
Cの構成と役割出典 教育施設民間投資支援センター (EDUMAC)(2010)のパンフレッ

トに筆者が加筆環境整備が進んだことと企業からの具体

的な提案があったことによるもので､大学側のニーズと

適合したと言える｡関係者はBTOの利点として､大学

に大きな資金準備がなくても土地さえ確保できれば､宿

舎を建てることができること､また民間企業の創意工夫

により､質の高い宿舎を提供することが可能となり､学

生の満足度を上げることができることを挙げている｡逆に

課題としては､事業計画当初における利用者の需要把握

が困難であること､その関連で民間企業の資金回収の難

しさ及び適切な利用者負担額 (宿舎料と管理費等)の設

定の難しさ､そして入居率が当初の計画より低いという

ような事態が起こった場合､民間企業 (投資家)をどこまで

支援すべきか､さらに宿舎の管理運営を行う民間企業が

入居者や大学側の細かな要望にどこまで対応できるか (

過度の採算性重視にならないか)ということを指摘 して

いる｡そのような課題がありながらも､慶畢大学はソウ

ルキャンパスの再開発をBTO方式で実施する計画であ

り､本館など一部を残 して､10年間でほとんどの建物を建て替える予定

である｡4

.2 建国大学建国大学のBTO方式による2棟の宿舎は､KU

:LHouse(クールハウス)と呼ばれており､2006年と2

010年にオープンした｡建国大学のBTOの特徴 としては

､SPCの社長は宿舎の館長であり､大学の施設部の

管理職が兼務している｡これにより､宿舎の管理運営に

おいて大学の関与を残す工夫をしている｡また､大学と

企業により事業期間は20年間に設定されており､その

間投資した民間企業は元本回収分と利子は受け取るが､収益が一定以上 あった場合は､大学が受け取ることにな

っている｡大学はその収益を原資として､居住者を対象

とする奨学金を作 り､成績優秀かつ経済的な困窮度が高

い学生に支給している｡現時点では､当初の予測より収

益が上がっているため､全居住者の 15%にあたる学生

に奨学金を支給している｡これら二つの特徴から､建国

大学は自らの取組みは一般的なBTOとは異なるという

意識を強く持っている｡さらに､長期休暇及び1セメス

ターのみ入居する学生 (例 :交換留学生)により発生す

る空室を埋めるためのユニークな工夫を行っている｡空

室は一つのフロアにまとめるようにし､宿舎の隣にある

講義棟の教室とセットで企業研修､学会の会合､政治団

体の勉強会等に貸し出している｡そして､講義棟貸し出

しによる収入は宿舎運営費の補填

に充てている｡建国大学は､KU:LHouseについて上

質で利便性の高い宿舎が完成したという自負を強く持っ

ている｡実際､居室の内装､家具､収納スペース及び宿

舎全体のセキュリティ･システムなどで様々な面で細か

な工夫が施されていることがわかる｡ただし､すべての

備品がオーダーメイドであるため高コス トという問題も

ある｡大学の宿舎は民間のアパー トに比べると入居者の

入れ替わりが激しいため､設備備品の耐用年数は短い｡

よって､メンテナンスや改築のサイクルと､それにかか

る費用の積み立てについて､当初から長期的な計画を立てて

いる｡20年間の事業期間が終了時には､建物の基本

的な構造だけを残して､内部はすべて改築することまで想定

している｡4

.3 延世大学2010年延世大学の645名を収容できる新 しい宿舎



sKGlobalHouseが完成した｡SK(3)という大手企業の名

前を冠しているにも関わらず､延世大学関係者によると､

この宿舎はBTO方式で建設されたものではないという｡

宿舎建設計画の以前に､SKから延世大学への寄付が決

まっており､その寄付金の使途として､SXの合意の下､

宿舎を建設することになった｡よって､SX側に投資的

な利益を期待する意図はなく､宿舎の運営にも関わって

いない｡SKは自社名を冠 した延世大学の国際宿舎によ

り､企業としての知名度やイメージの向上を期待 してい

る｡言い換えると､SKGlobalHouseに入居する世界各

国からの留学生を通して､SKを世界に広報 したいとい

う狙いがある｡

SKGlobalHouseは､留学生の入居を優先する宿舎と

して建設された｡そのため入居の優先順位は､交換留学

生､その他の外国人留学生､韓国人大学院生､韓国人学

部生となっているが､宿舎料については外国人留学生と

韓国入学生の間で差はない｡

4.4 その他

上記の他にも､梨花女子大学がEwha-SamsungInternational

Houseという企業名を冠する宿舎を持っているが､延世

大学と同様､BTO方式で建設されたものではなく､サム

ソンから梨花女子大学への寄付金を元に建てられたもの

である｡サムソン側の意図もSKと同様､宿舎に入居す

る留学生を通して､サムソンのグローバル企業としての

知名度をさらに高めたいというところにある｡ソウル大

学､高麗大学､延世大学､梨花女子大学の4大学は､企

業側の著名大学を通して広報をしたいという意図と合致

し､企業からの多額の寄付があるため､その寄付金を元

に宿舎建設が可能であり､BTO方式は主としてこれら4

大学に続く大学で活用されていることがわかる (2010年

までに10大学余りがBTO方式の大学宿舎を建設)0

留学生教育･支援における企業と大学の連携 :韓国を事例に

5.民間資本導入による宿舎建設拡大の影
響

韓国の大学における宿舎建設が拡大したことで､留学

生数が短期間に急増したにもかかわらず､宿舎収容率は

日本の大学に比べるとかなり高くなっている (表2を参

照)0

しかしながら､民間資本導入による大学宿舎建設が韓

国入学生とその家族からも､好意的に受け止められてい

るかと言えば､必ずしもそうとは言えない｡先述のとお

り､宿舎料が従来に比してかなり高くなっていることが

問題視されている｡ソウル在住の大学における一連の新

宿舎の宿舎料は､学期あたり約 150万- 160万ウォン程

皮 (-学期を4カ月とすると､月あたりでは37.5万ウォ

ン～40万ウォン程度)(4)であり､個室ではない点 (二人

部屋)も考慮すると､従来の宿舎料 (学期あたり40万

ウォン程度)に比して過度に高いというのが学生たちの

意見である (チョン･バク.2010)｡新しい宿舎は､部屋

数の大幅な増加という量的拡大だけでなく､施設設備の

ハード面､そして居住者の暮らしに対す るサービスやサ

ポー トを含め質的に大きく向上 しており､ホテル並みの

快適さという評価を得ているものもある｡しかしながら､

その一方で宿舎料が近隣の賃貸アパー トより高額で､高

所得者層の学生でなければ入居できないという批判も出

ている (ただし､民間アパー トの家賃も同様､あるいは

それ以上に値上が りしているという指摘もある)｡大学

の学費値上げと相まって､地方出身の韓国入学生にとっ

ては経済的に大きな負担となるため(5)､民間アパー トを

友人と賃貸 し､共有することを選択する学生も多い｡韓

国の大学では､宿舎料は月払いではなく､-学期分まと

めて支払うことになっているため､多額の現金を一度に

用意しなければならないことも負担感が増す要因となっ

ている｡2010年3月､ソウルのある私立大学は高い宿

舎料のため､宿舎の定員を埋めることができず､入居対

象者を首都圏居住の学生まで拡大した後に､何とか入居

表2 ソウルの主要大学における留学生数と宿舎収容率 (2010年)

大学名 収容留学生数 (人) 留学生総数 (人) 収容率 (

%)ソウル大学 892 2,238

39.9高屋大学* 116

2,074 5.6延世大学 53

0 3,404 15.6梨花女子大学

1,052 3,033 34.7慶照大学 1,003 3,477 28

.8建国大学 718 2,4

62 29,2西江大学 223

904 24.7成均館大学

612 2,477 24.7出典 :教育科学技術部 (2010)*高麗大学のデータは新しい宿舎 (CJInternationa)House)完成前のものであるた

め､現在は収容留学生数､収容率共に高くなってい



率 100%を満たすことができたという (チョン･バク,

2010)｡BTO方式の宿舎の場合､宿舎の運営主体が大学

ではなく､企業となるため､ビジネス ･ベースでの現実

的な宿舎料設定とならざるを得ない｡言い換えると､宿

舎料は投資元本の回収と利子に加えて､適正な利潤の追

求並びに入居率低下､物価上昇､金利変動に対するリス

クヘッジを考慮 したものとなる｡さらに､宿舎の入居基

準において､留学生が優先されていることに対する国内

学生の不満もある｡大学側は留学生受入れの量的拡大だ

けでなく､国籍の多様化､特に欧米の大学からの交換留

学生の受入れ拡大を目指すというような国際化推進のた

めに､｢安かろう､悪かろう｣の古い宿舎から脱却 し､

欧米諸国の若者にもアピールできるような質の高い宿舎

-転換 しようとしているが､それに国内学生 (地方出身

学生)の経済力が追い付いていないといえるであろう｡

このような宿舎料高騰の問題以前に､ソウルで学ぶ地

方出身学生の規模を考慮すると､依然として､宿舎の絶

対量が不足しているという指摘もある｡2010年､ソウル

の大学に通う地方出身者は14.1万人 (全学生数は26.9

万人)であったが､そのうち､宿舎に入居できた学生は

17,500人余 り (12.4%)に過ぎなかった (キム,2011)0

ソウル所在の主要私立大学の在学生総数､宿舎収容率及

び新宿舎の宿舎科を示したのが表3である｡

6,大学と企業の連携による人材育成の仕
組み (オーダーメイド型教育)

近年､韓国企業の海外進出が活発化するのに伴い､進

出先国において韓国語が堪能､かつ韓国文化に精通した

人材に対する需要が高まっている｡それに応えるために､

企業の要望にあわせた形で高等教育機関が外国人留学生

を教育するという ｢オーダーメイド型教育｣が行われる

ようになり､教育科学技術部も2010年よりこの種の教

育プログラムに特化した支援を行っている｡オーダーメ

イド型教育自体は､1990年代半ばより韓国入学生を対象

として､専門大学または大学において行われて来たもの

である｡

専門大学とは､中堅職業人の養成をE]的とする修業年

限が2年ないし3年の短期高等教育機関で､学則で定め

られた課程を修めた者には､専門学士学位が授与される

(日本では短期大学または専門学校に相当)｡専攻の比率

は､日本の短期大学が人文､家政､教育で50%を占め

るのに対 し､理工系が半数で情報通信関係の学科が多く

見られるのが特徴である｡また､職業に直結する技術や

資格取得ができるため､2009年､4年制大学の就職率が

68.2%であるのに比べ専門大学は86.5%と高い就職率を

誇っている (韓国専門大学教育協議会 2011)｡教育科

学技術部の調査によれば､2009年､専門大学に在籍した

留学生数は5,565名で､その内中国人が84%を占めてい

た｡

大鞘の永進専門大学 (2011)は､先述のオーダーメイ

ド型教育の先駆けとして 1995年に ｢注文式教育｣と称

したプログラムを開始し､1999年から2007年の間に政

府から1,628億ウォンの財政支援を受けながら実績を積

み重ねており(6)､卒業生の就職率は一貫して90%以上を

維持している｡国内企業との間では半導体､ホテル､航

空､外食産業､機械､サービス等多岐に渡る業種で2006

年から2010年の問226件のオーダーメイ ド型教育に関

する協約があった｡国際協約は日本､アメリカ､中国の

企業との間で､2005年から2010の間90件が締結された｡

2009年の卒業生の場合､就職先はLG､サムソン､現代

といった国内の大企業だけでなく､海外においても米国､

日本､中国､サウジアラビアの企業に133名が就職して

おり､専攻別の内訳は観光52名､機械 28名､経営20名､

電子 18名､コンピュータ15名であった｡留学生に特化

したプログラムとしては､2007年に中国ハイニックス ･

ニュモ二クス (ハイニックス半導体中国現地法人)とオー

ダーメイ ド型人材養成協約を結んだプログラムがある｡

翌年中国ハイニックス班が開設され､留学生は協約に示

されている電子工学､半導体工学等 12科 目を集中的に

表3 ソウルの主要私大における宿舎収容率及び新宿舎の宿舎料 (2010年)

大学名 在学生総数 (名) 宿舎収容率 (%) 宿舎料 (ウォ

ン)慶弊大学 14,931 10.3 1,1

12,000高麗大挙 26,164 8.8

1,580,000崇実大学 14,423 1

0.8 1,254,900西江大学 10,04

2 12.5 1,798,850成均館大学 2

3,913 24.4 1,936,000世宗大学 ll,902 1.5 1,200,000

延世大学 26,269 12.5 1,580,0

00梨花女子大学 19,289 7.8 1,0

69,000韓国外国語大学 10,208 8.4 1,

200,000出典●｢大学お知らせサービスの
資料｣を元に各大学の情報を加筆注意 :宿舎料は2人



学習できるようになっている (チョン,2009)0

留学生を対象とする専門大学におけるオーダーメイ ド

型教育-の政府の支援策としては､2010年から ｢国際化

拠点専門大学育成事業 (GlobalHubCollege)｣が3年間

の計画で実施されている｡この事業の目的は海外進出し

た韓国企業の人材需要に対応 した留学生教育 (ブリッジ

人材養成)を支援することであり､この事業により支援

を受ける専門大学は､海外進出企業の現地での人材需要

を把握 し､協約形態で委託を受けて留学生に職業技術教

育を実施することになる｡この支援事業の予算は､年 30

億ウォン､3年間で90億ウォン(1校あたり総額 10億ウォ

ン程度を支援予定)とされ(9)､各大学は特化プログラム

の開発と運営､海外進出企業及び大学との連携､留学生

教育のインフラ構築等に補助金を活用できる (教育科学

技術部,2010a)0

事業 1年 目の2010年は､32校 (首都圏8校､非首都

圏24校)の応募があ り､選考を経て首都圏2校､非首

都圏3校の合計 5校が採択された｡採択されたプログラ

ムは､工学系 (情報通信､自動車等)と社会サービス系 (美

容､経営情報等)が主で､連携する企業の所在地は中国

とベ トナムであったC2年 目の2011年は､26校の応募

に対 し造船､自動車､コンピュータ等工学系のプログラ

ムで4校が採択され､連携企業の所在地は中国､モンゴル､

インドネシア､ベ トナム､ネパール､フィリピン､イン

ドの計7カ国であった｡選考では ｢事業計画｣と ｢留学

生教育の運営基盤及び実績 ･能力｣を50%ずつの割合で

審査 してお り､それぞれの評価項 目と指標は表4と表5

の通りである｡

採択されたプログラムは､外部評価 (コンサルティン

留学生教育 ･支援における企業と大学の連携 :韓国を事例に

グ)と年次評価によってレビューされる｡外部評価は､

半期に1回､採択時の評価委員2名以上を含む5名程度

の企業の専門家及び大学国際化の専門家により行われ

る｡評価指標は採択大学に共通な ｢必須成果指標｣と各

大学が独 自に定める ｢自己成果指標｣の2種類があ り,I

必須成果指標は､参加企業 ･学生の満足度､現地企業及

び教育機関の交流協力実績､修了率の3つである｡達成

率が 60%以下は支援取 り消 し､60-70%は補助金減額

となり､年次評価の結果が上位の大学は補助金の増額 (イ

ンセンティブ)が配慮される｡支援事業終了年度には総

合評価が行われ､成果報告書としてまとめられることに

なる (教育科学技術部,2010a)｡

7.日本への示唆

7.1 民間資金導入による宿舎建設

留学生の受入れ拡大には､宿舎の整備 ･拡充は欠かせ

ない｡日韓ともに民間賃貸アパー トにおいて特異な商習

慣が存在 してお り､特に1-2セメスター程度滞在する

交換 ･短期留学生にとっては､大学がそれを借上げ方式

で提供 しない限り､極めて利用 しづらい｡民間アパー ト

の借上げはある意味簡便だが､やはり､キャンパス内に

独自の宿舎を持つほうが教育的意義は大きい｡韓国より

先に､日本は国立大学の法人化を行ったが､実際には様々

な規制や制限が残っており､民間企業のビジネスと直接

連携 した形での宿舎建設はできない状況にある(7)｡国立

大学は法人化のメリットを十分享受できない状況にある

と言っても過言ではない｡私立大学でも学校法人の公的

な性格により様々な規制があり､この種の取組みは容易

表4 国際化拠点専門大学育成事業選考における評価指標及び配点

評価領域 評価項目 評価指標

配点事業計画(50%) 目標の適切性及び計画の効率性 (30%) 事業目標の安当性及び実行計画の体

系性 15予算編成の合理性

及び安当性 5事業

の持続可能性 10大学の申請意志 (10%) 大学の行

政.財政的申請計画 10事業の波及効果 (10%) 韓国入学生及び教貞の国際化能力向上-の
寄与､参加大学及び機関. 10団体との協力への寄与､

海外での大学活動能力向上-の寄与等運営基盤及び実績 .能力(50%) 留学生教育基盤 (25~%) 留

学生誘致のための海外協力基盤の適

切性 5留学生誘致及び管理実績 5留学生管理

専門担当組織運営及び福祉施設及び制度構築現況 5韓国語教育能力 (コンソーシアム機関の能力を含む)

及び正規授業 5外の留学

生教育 .活動プログラム大学の全般的な国際化能力 5海外進出企業 (または教育機関)との連係教育

プログラム運営 (25%) 企業との実質的交流

.脇力実績 10企業の需要に伴う教育課程開発 .運営実績

5連携プログラムの運営成果 5



表5 国際化拠点専門大学育成事業採択校の概要 (2010年と2011年)

2010年

大学名 応募学科等 対象国 海外の連携

企業永進専門大学 コンピュータ応用横械系列､電子情報通信系列､デジタル経営系列 中国 サムソン

電気他47件明知専門大学 情報工学部 (電気科､コンピュータ電子科)､語文学部 (中国語科)､芸術体育学部 (ビュー 中国､ベ トナム 現代重工業 (江
蘇現代南京自動車)他ティーアー ト科)､デザイン学部 (産業情報

デザイン科) 3カ所釜山情報大学 自動車系列､電気自動化科､電子科､e-経営情報系列､ファッション演出デザイン科 中

国 青島服装有限公司他21カ所済州浜寧大学 e-経営情報科

中国 上海高楽園際物流有限公司他22件水原科学大学 航空観光科､ビューティーコーディネーション科 (観光 .文化サービス分野) 中国 アシアナ航空中国支店他

5カ所大学名 応募学科等 対象国 海外の連携企業巨済大学 造船科､船舶電気課､造船情

報技術学部､機械工学科 中国 STX大連造船有限公司等計6件京畿科学技術大学(旧:京畿工業大学) 機械自動科及びⅠT経営分野 中国

､モンゴル､イン ドネシア､ベ トナム LG電子テジユ､天津法人等45件大鞘科学大学 コンビユ-夕情報科､情報通信科､半導体電子科､宝石ジュエリー科､測地

情報科､建築インテリア科 中国,ネパール 延書世宗ソフト開発有限公司等4カ所大元大学 自動車系列
､電気電子系列､社会福祉科 中国､フィリピン､イン

ド 北京日進汽車系統有限公司等8カ所出典 二教育科

学技術部 (2010b,2011b)ではない｡併

せて､日本は900兆円とも言われるOECD諸国で最

大の公的債務を抱え､高等教育の予算削減が続く中､将

来､政府の国際教育関連補助金の大幅な削減も予想され

る｡以上のようなことから､規制緩和を含めた政策的支

援により､民間企業との連携及び民間資金の導入 (投資

)を促進し､低廉かつ質の高い宿舎を大学が建設しやす

くすることは有効な方策の一つと言える｡ただし､日韓の金

利の違い (金利の低い日本に対 して､金利の高い韓国(

8))及び民間賃貸アパー トの家賃相場変動の遠い (デ

フレーションで家賃相場が安定している日本に対 して､家

賃相場が上がり続けている韓国)などから､韓国のBT

O方式やBTL方式による大学宿舎の建設が日本でも有

効に機能するとは言えない面もある｡しかしながら､本

来この種の民間資金導入による取組は､金利や調達コス

トの損得だけでなく､従来の手法に比べ､より効率的､

効果的な事業道営方法を新たに開発することこそが主たる

目的とされ､その役割を事業実施の中核となるSPCが

担っているといえる｡言い換えると､金利など外的な要

因に関する短期的な視点だけでこの種の事業形態を考え

るのではなく､長期的な視点で大学経営における新 しい

ビジネスモデルの開発と導入 (政府の予算 ･補助金が減っていく中で､どう新たなリソースを開拓 し､

どのような新しい大学マネジメントの手法が導入できる か)という視点から取組むべきであろう｡7.

2 企業 との協約によるオーダーメイ ド型教育奨学金

やインターンシップ等企業が大学と連携して行う留学生

支援について､日韓に共通する部分も多いが､就職に関

わるところで大きな違いが見られる｡日本の場合､就職

については職業選択の自由を尊重する考え方や各種規制が

あることなどから､入学時に就職先が決まる留学生教育プ

ログラムはほとんど行われていない｡また､日本企業 (

特に大企業)が国内で留学生を採用する際は､日本人学

生と同じ枠組みでの処遇となることが多く､海外でのブ

リッジ人材としてのキャリアパスを保証した採用は少な

い｡よって､そのような希望を持った留学生の就職にうまく対応できていないだけでなく､将来母国に

転勤したいという希望が叶えられる可能性が低いことを

後に知って､早期離職を招 く事例も見られる｡留学後

は母国等に所在する韓国企業の支社や現地法人に就職で

きるオーダーメイド型教育は､留学希望者から見ると将

来設計が明確になり､企業にとっては社貞教育を大学に

委託しつつ､即戦力を採用することが可能となる｡さら

に､大学にとっては､就職が保証されるプログラムとして目的意識の



オーダーメイ ド型教育の ように自国の言語や文化 に習熟

している留学生 をブ リッジ人材 として養成す るプログラ

ムは､留学生､企業､大学それぞれのニーズ をうま く調

和 させ ることが可能であることか ら､導入 について検討

されるべ きであろう｡

注

(1)代表的なものが､1994年に制定された ｢民間資本のイン

フラ整備に対する投資促進法｣であり､それが 97年のア

ジア通貨危機の影響を受けて､99年の法律改正ではPPI

(PrivateParticipationinlnfrastructure)法 とな り､インフ

ラ事業に投資する民間企業に対 して､政府が一定程度の収

入を保証する仕組みが導入された｡

(2)ここでの事例報告に記述されている内容の多 くは､2010

年8月22日から25日までに行った各大学への聞き取 り調

査で収集した情報による｡

(3)sKグループと呼ばれる韓国の財閥系企業で､繊維､石油

精製や通信の会社を軸に持っている｡特に通信部門では､

傘下のSKテレコムが韓国携帯電話業界の最大手に成長し

ている｡

(4)ウォンから円の公示交換レー トで換算すると次のようにな

る｡150万-160万 ウォン-ll.0万円～ 11.7万円､37.5

万ウォン～40万ウォン-27,604円～29,444円 (1ウォン

-0.07円 .2011年 6月27日現在)

(5)2010年､ソウルの大学生 26.9万人中､半分を越える14.1

万人余 りが地方出身であると集計されている｡

(6)1,628億ウォン-114億円 (1ウォン-0.07円 :2011年 6

月27日現在)

(7)例えば､国立大学の敷地の一角にビルを建て､1階は商店

に賃貸すると共に､低層階は企業による有料老人ホームと

し､その二つからの収益により高層階に配置する学生向け

宿舎の宿舎料を安く設定する､あるいは宿舎の建設費を返

済していくというような仕組みは､現在のところ ｢民業圧

迫｣を招 くという理由などから許可されていない｡

(8)2011年 3月10日現在､日本の長期プライムレー ト1.60%

に対 し､韓国の政策金利は3.00%｡

(9)30億ウォン-2.1億円､90億ウォン-6.3億円､10億ウォ

ン-0.7億円 (1ウォン-0.07円 :2011年 6月27日現在)
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